
平成３０年７月豪雨被災者に係る国の支援措置一覧（市町国保） 

 

 

項  目 対象(被災)者 対      応 

１被保険者

証 等 の 紛

失等 

被災により紛

失、又は家庭

に残したまま

避難している

方 

 医療機関等の窓口で、氏名・生年月日等を申し出る

ことにより受診可能 

２一部負担

金の免除 

災害救助法適

用市町村に住

所を有し、一

定の要件に該

当する方 

 医療機関等の窓口で申告（※）することにより、窓

口での徴収が猶予される。 

 保険者は、該当被災者であることを確認のうえ、一

部負担金を免除し、医療機関に医療費の全額（10 割）

を支払う。 ※入院時の食費、居住費等は免除対象外 

《国が免除分を全額補てん》 

【一部負担金の免除要件】 

・住家の全半壊、全半焼、床上浸水又はこれに準ずる被災 

・主たる生計維持者が死亡、又は重篤な傷病 

・主たる生計維持者が行方不明 

・主たる生計維持者が業務を停止、又は休止 

・主たる生計維持者が失職し、現在収入がない 

※ 災害救助法適用日（7/5）から適用 
※ 1 月から免除証明書が必要 
 

３保険料の

減免 

災害救助法適

用市町村に住

所を有し、一

定の要件に該

当する世帯 

 以下の基準により減免を実施。 

《国が減免分を全額補てん》 

被災の状況 減免額 

主たる生計維持者が

死亡又は重篤な傷病 

もしくは行方不明 

全額 

事業収入等が 3 割以

上減少、かつ前年所

得が 1,000 万円以下 

（前年所得に応じて） 

全額～2/10 

住宅の損害 

全壊⇒全部 

大規模半壊・半壊⇒1/2 

床上浸水⇒1/2 を超えない範囲で

市町村が決定 
 

（参考） 

２及び３について、災害救助法非適用市町でも国基準に準じた支援を実施（財源

は県の交付金を活用） 

資料 ６ 
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